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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。  

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第70期

前第３四半期
連結累計期間

第71期
当第３四半期
連結累計期間

第70期
前第３四半期
連結会計期間

第71期 
当第３四半期 
連結会計期間 

第70期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年 
10月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高                     （百万円）  89,310 70,923  29,997 24,858  123,306

経常利益                (百万円）  2,848 2,145  1,340 643  3,971

四半期（当期）純利益又は  

四半期純損失（△）       （百万円） 
 △358 2,282  1,204 962  621

純資産額                     （百万円） － －  52,265 54,669  53,325

総資産額                     （百万円） － －  104,301 92,145  104,916

１株当たり純資産額              （円） － －  792.53 843.09  808.85

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は 

１株当たり四半期純損失金額（△） （円） 
 △5.80 37.23  19.48 15.78  10.06

潜在株式調整後１株当たり四半期 

（当期）純利益金額        （円） 
  －   －   －   －     －

自己資本比率                 （％） － －  47.0 55.7  47.7

営業活動による 

キャッシュ・フロー           （百万円） 
 9,953 9,842 － －  5,790

投資活動による 

キャッシュ・フロー           （百万円） 
 △1,241 2,298 － －  △767

財務活動による 

キャッシュ・フロー           （百万円） 
 △161 △5,901 － －  △3,306

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高                 （百万円） 
－ －  25,915 25,320  19,079

従業員数                         （人） － －  1,742 1,627  1,697
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

（１）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は、就業人員であります。 

    ２．臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため、平均臨時従業員数の記載は省略してお

ります。 

  

（２）提出会社の状況 

（注）１．従業員数は、就業人員であります。 

    ２．臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため、平均臨時従業員数の記載は省略してお

ります。 

   

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年12月31日現在

従業員数（人） 1,627   

  平成22年12月31日現在

従業員数（人） 819   
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（注）「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。 

  

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」及び「セグメント情報等の開示に

関する会計基準の適用指針」の適用に伴い、従来、土木事業に含めておりました不動産事業の受注高、売上高及び

繰越高を区分して表示しております。 

 （１）受注実績  

    

 （２）売上実績 

   （注）当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

  

      なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。 

（１）受注高、売上高、繰越高 

（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合

は、期中受注高にその増減額を含めております。したがって、期中売上高にもかか

る増減額が含まれております。 

２．期末繰越高は（期首繰越高＋期中受注高－期中売上高）であります。  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称  
当第３四半期連結会計期間
（自平成22年10月１日 

  至平成22年12月31日） 
前年同四半期比（％）

建設事業  建築事業 （百万円） 4,957 － 

   土木事業 （百万円） 15,037 － 

   計    （百万円） 19,995 － 

不動産事業       （百万円） － － 

 計          （百万円） 19,995 － 

セグメントの名称  
当第３四半期連結会計期間
（自平成22年10月１日 

  至平成22年12月31日） 
前年同四半期比（％）

建設事業  建築事業 （百万円） 7,689 － 

   土木事業 （百万円） 17,141 － 

   計    （百万円） 24,831 － 

不動産事業       （百万円） 27 － 

 計          （百万円） 24,858 － 

期別 区分 
期首繰越高
（百万円） 

期中受注高
（百万円） 

計 
（百万円） 

期中売上高 
（百万円） 

期末繰越高
（百万円） 

前第３四半期累計期間 
（自平成21年４月１日 

至平成21年12月31日） 

建

設 
事 
業

建築 40,187 15,930  56,117  18,629 37,488

土木 44,565 19,517  64,083  23,635 40,448

計 84,752 35,448  120,201  42,264 77,936

当第３四半期累計期間 
（自平成22年４月１日 

至平成22年12月31日） 

建

設 
事 
業

建築 35,995 19,170  55,166  17,701 37,465

土木 41,380 14,852  56,233  18,717 37,515

計 77,376 34,023  111,400  36,419 74,980

不動産事業 124 15  139  103 36

計 77,501 34,038  111,540  36,522 75,017

前事業年度 
（自平成21年４月１日 

至平成22年３月31日） 

建

設 
事 
業 

建築 40,187 20,348  60,535  24,539 35,995

土木 44,565 30,123  74,689  33,183 41,505

計 84,752 50,471  135,224  57,723 77,501
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（２）受注工事高  

  

（３）完成工事高 

 （注）完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合

は、次のとおりであります。 

    前第３四半期会計期間 

     該当する相手先はありません。  

  

    当第３四半期会計期間 

     該当する相手先はありません。  

  

（４）繰越工事高（平成22年12月31日現在） 

   

 当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

    当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

前第３四半期会計期間
（自平成21年10月１日 
至平成21年12月31日） 

建築工事  729  4,717  5,447

土木工事  6,289  721  7,011

計  7,019  5,439  12,458

当第３四半期会計期間
（自平成22年10月１日 
至平成22年12月31日） 

建築工事  1,843  2,200  4,043

土木工事  3,415  4,104  7,520

計  5,259  6,305  11,564

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

前第３四半期会計期間
（自平成21年10月１日 
至平成21年12月31日） 

建築工事  660  5,302  5,962

土木工事  6,360  1,880  8,240

計  7,020  7,182  14,202

当第３四半期会計期間
（自平成22年10月１日 
至平成22年12月31日） 

建築工事  1,351  5,524  6,875

土木工事  5,038  1,341  6,380

計  6,390  6,865  13,256

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

建築工事  4,926  32,538  37,465

土木工事  21,931  15,583  37,515

計  26,858  48,122  74,980

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。 
  
（１）業績の状況 

  当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、中国などのアジア向けを中心とした輸出の増加や政

府による経済対策などを背景に、緩やかな回復の動きが見られましたが、長引くデフレや各種政策効果の

息切れにより、経済情勢が足踏み状態となったほか、雇用や所得環境は厳しい状態が続くなど、先行き予

断を許さない状況で推移いたしました。 

  建設業界におきましては、住宅投資にやや明るさが見え始めたものの、企業の設備投資は依然低水準に

とどまり、公共投資は引続き減少傾向に歯止めがかからないなど、極めて厳しい受注環境が続きました。 

  このような状況のなかで、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高は24,858百万円(前年同期比

17.1%減)となりました。 

  利益につきましては、売上高の減少により、営業利益は245百万円（前年同期比75.0%減）、経常利益は

643百万円（前年同期比52.0％減） となりましたが、特別利益（前期損益修正益）に償却済債権取立益を

329百万円計上した結果、四半期純利益は962百万円（前年同期比20.1%減）となりました。 
  
 当第３四半期連結会計期間におけるセグメントの業績は、次の通りであります。 

（建設事業）  

 建築事業の売上高は7,689百万円、セグメント利益は307百万円となり、土木事業の売上高は17,141百

万円、セグメント利益は308百万円となりました。 

（不動産事業）  

 不動産事業の売上高は27百万円となり、セグメント利益は7百万円となりました。 

  

（２）キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、第２四半期連結会計期間末に比べ

3,542百万円減少の25,320百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 
  
営業活動によるキャッシュ・フローは3,026百万円の支出（前年同四半期連結会計期間は3,198百万円の

収入）となりました。これは売上債権の増加による支出3,015百万円等があったことによるものでありま

す。 
  
投資活動によるキャッシュ・フローは1,480百万円の収入（前年同四半期連結会計期間は2,910百万円の

支出）となりました。これは定期預金の払戻による収入900百万円等があったことによるものであります。
  

 財務活動によるキャッシュ・フローは1,996百万円の支出（前年同四半期連結会計期間は95百万円の支

出）となりました。これは短期借入金の純減による支出1,850百万円等があったことによるものでありま

す。 

   

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。 

  

（４）研究開発活動 

当第３四半期連結会計期間における当社グループの研究開発活動の金額は22百万円であります。 

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。  

  

（１）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

（２）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注）１．単元株式数は、普通株式、Ａ種株式とも500株であります。 

２．Ａ種株式の概要は以下のとおりであります。 

① 議決権がないこと以外は普通株式と異ならない非上場の株式（無議決権普通配当株式）であり

ます。 

② 取締役会の決議により、いつでも普通株式に転換ができ、この場合、Ａ種株式は普通株式に１

対１の比率で、無償で転換されます。 

③ Ａ種株式は、親会社である㈱髙松コンストラクショングループが全て保有しております。 

④ 議決権を有しないこととしている理由 

  合併による新株発行にあたり、その他の既存株主への影響を考慮したためであります。 

⑤ 会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。 

  

  該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

   

       大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  208,000,000

Ａ種株式  28,864,500

計  236,864,500

種類 
第３四半期会計期間末
現在発行数（株） 

（平成22年12月31日） 

提出日現在
発行数（株） 

（平成23年２月10日）
上場金融商品取引所名 内容

普通株式  48,735,500  48,735,500
東京証券取引所 

（市場第一部） 
（注）１ 

Ａ種株式  14,864,500  14,864,500 － （注）１、２ 

計  63,600,000  63,600,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額
  

（百万円） 

資本金残高
  

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成22年10月１日～

平成22年12月31日 
 －  63,600,000  －  5,000  －  23,766

（６）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。  

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権

              の数２個）含まれております。 

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式434株が含まれております。 

  

     （注）当第３四半期会計期間末の自己株式数は、2,730,934株であります。 

  

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 Ａ種株式   14,864,500 － 
「１(1)②発行済株式」

の項参照 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式     2,372,500
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    46,337,000  92,674 － 

単元未満株式 普通株式        26,000 － 
一単元（500株）未満の

株式 

発行済株式総数   63,600,000 － － 

総株主の議決権 －  92,674 － 

②【自己株式等】 平成22年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株） 

他人名義
所有株式数
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合  （％） 

（自己保有株式） 

 青木あすなろ建設㈱ 

東京都港区芝 

二丁目14番５号 
 2,372,500  －  2,372,500  3.73

計 －  2,372,500  －  2,372,500  3.73
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。  

  

  前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

２【株価の推移】

月別 
平成22年
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  445  413  405  398  380  386  383  378  371

最低（円）  408  360  372  363  334  349  334  349  341

３【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役（専務執行役員土木担

当兼大阪土木本店長兼大阪建築本
店長） 

代表取締役（専務執行役員土木担

当兼大阪土木本店長） 
  

上野 康信 平成22年11月１日
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省

令第14号）に準じて記載しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から 

平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あず 

さ監査法人による四半期レビューを受けております。 

 なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人と 

なっております。  

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 28,020 22,712

受取手形・完成工事未収入金等 ※2  40,854 57,686

販売用不動産 728 732

未成工事支出金 3,739 2,358

未収入金 1,529 1,986

繰延税金資産 408 415

その他 1,034 1,341

貸倒引当金 △192 △305

流動資産合計 76,121 86,927

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 928 994

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 499 547

船舶（純額） 731 791

土地 4,194 4,200

リース資産（純額） 50 26

建設仮勘定 10 －

有形固定資産合計 ※1  6,414 ※1  6,559

無形固定資産 169 151

投資その他の資産   

投資有価証券 3,121 3,152

長期貸付金 24 42

破産更生債権等 1,150 1,161

長期未収入金 2,807 3,386

投資不動産（純額） 1,985 3,328

繰延税金資産 1,797 1,791

その他 1,395 1,692

貸倒引当金 △2,843 △3,277

投資その他の資産合計 9,439 11,277

固定資産合計 16,023 17,988

資産合計 92,145 104,916
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 － 22,997

工事未払金 14,932 －

短期借入金 4,960 9,660

未払法人税等 196 292

未成工事受入金 4,784 3,442

完成工事補償引当金 101 126

工事損失引当金 155 120

賞与引当金 390 799

その他 2,073 3,055

流動負債合計 27,594 40,494

固定負債   

長期借入金 － 31

再評価に係る繰延税金負債 355 362

退職給付引当金 7,916 7,970

船舶特別修繕引当金 52 47

負ののれん 1,114 2,228

その他 442 456

固定負債合計 9,881 11,096

負債合計 37,476 51,590

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,000 5,000

資本剰余金 23,766 23,766

利益剰余金 24,235 22,694

自己株式 △1,596 △1,241

株主資本合計 51,405 50,219

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △87 △219

評価・換算差額等合計 △87 △219

少数株主持分 3,350 3,325

純資産合計 54,669 53,325

負債純資産合計 92,145 104,916
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 89,310 70,923

売上原価 81,626 64,525

売上総利益 7,684 6,398

販売費及び一般管理費 ※1  5,948 ※1  5,471

営業利益 1,735 926

営業外収益   

受取利息 13 15

受取配当金 25 30

負ののれん償却額 1,106 1,114

投資不動産賃貸料 116 96

その他 94 120

営業外収益合計 1,356 1,377

営業外費用   

支払利息 139 98

投資不動産管理費用 76 50

その他 26 8

営業外費用合計 242 158

経常利益 2,848 2,145

特別利益   

前期損益修正益 ※2  39 ※2  413

固定資産売却益 ※3  16 ※3  62

投資不動産売却益 18 1

会員権売却益 19 －

その他 1 61

特別利益合計 96 538

特別損失   

投資有価証券評価損 5 43

貸倒引当金繰入額 2,812 －

厚生年金基金脱退損失 － 62

その他 197 78

特別損失合計 3,015 183

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△70 2,500

法人税、住民税及び事業税 110 154

法人税等調整額 79 △5

法人税等合計 190 148

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,351

少数株主利益 97 69

四半期純利益又は四半期純損失（△） △358 2,282
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 

 至 平成22年12月31日) 

売上高 29,997 24,858

売上原価 27,154 22,827

売上総利益 2,842 2,031

販売費及び一般管理費 ※1  1,860 ※1  1,786

営業利益 982 245

営業外収益   

受取利息 3 3

受取配当金 8 11

負ののれん償却額 371 371

投資不動産賃貸料 29 31

その他 36 17

営業外収益合計 449 434

営業外費用   

支払利息 50 21

投資不動産管理費用 33 13

その他 6 1

営業外費用合計 91 36

経常利益 1,340 643

特別利益   

前期損益修正益 ※2  19 ※2  329

投資不動産売却益 0 0

会員権売却益 19 －

その他 5 60

特別利益合計 45 390

特別損失   

投資有価証券売却損 － 17

投資有価証券評価損 0 9

訴訟和解金 6 －

事務所移転費用 4 －

その他 0 2

特別損失合計 11 28

税金等調整前四半期純利益 1,375 1,004

法人税、住民税及び事業税 43 46

法人税等調整額 79 △6

法人税等合計 122 39

少数株主損益調整前四半期純利益 － 965

少数株主利益 48 2

四半期純利益 1,204 962
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△70 2,500

減価償却費 428 324

負ののれん償却額 △1,106 △1,114

貸倒引当金の増減額（△は減少） △802 △546

工事損失引当金の増減額（△は減少） △30 35

賞与引当金の増減額（△は減少） △433 △408

退職給付引当金の増減額（△は減少） △327 △54

受取利息及び受取配当金 △39 △45

支払利息 139 98

売上債権の増減額（△は増加） 20,005 16,832

固定化営業債権の増減額（△は増加） 4,132 589

販売用不動産の増減額（△は増加） 9 4

未成工事支出金の増減額（△は増加） 1,199 △1,072

仕入債務の増減額（△は減少） △10,026 △8,065

未成工事受入金の増減額（△は減少） △214 1,341

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,690 △395

その他 △933 82

小計 10,238 10,105

利息及び配当金の受取額 37 44

利息の支払額 △151 △89

法人税等の支払額 △171 △217

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,953 9,842

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △3,600 △3

定期預金の払戻による収入 － 936

有形固定資産の取得による支出 △436 △213

有形固定資産の売却による収入 19 151

無形固定資産の取得による支出 △64 △47

投資有価証券の取得による支出 △2 △35

投資有価証券の売却による収入 0 177

投資不動産の売却による収入 2,677 1,340

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入 148 －

その他 16 △7

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,241 2,298

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 950 △3,940

長期借入金の返済による支出 △90 △791

社債の償還による支出 △200 －

リース債務の返済による支出 △39 △47

自己株式の取得による支出 △15 △355

配当金の支払額 △742 △741

少数株主への配当金の支払額 △23 △24

財務活動によるキャッシュ・フロー △161 △5,901

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,551 6,240

現金及び現金同等物の期首残高 17,363 19,079

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  25,915 ※  25,320
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

    の変更  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

２．会計処理基準に関する事 

  項の変更 

(1)連結の範囲の変更  

  第１四半期連結会計期間において、平成22年４月１日に連結子会社であ

る青木マリーン㈱とテクノマリックス㈱が合併いたしました。合併後の商

号は青木マリーン㈱であります。また、平成22年６月１日に連結子会社で

ある東興建設㈱、みらいジオテック㈱ならびに大和ロック㈱が合併いたし

ました。合併後の商号は東興ジオテック㈱であります。 

  これに伴い、連結子会社の数は３社減少しております。  

  

(2)変更後の連結子会社の数 

５社 

  

(1)資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

  

(2)企業結合に関する会計基準等の適用  

当第３四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業

会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係

る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20年12月26

日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月

26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用して

おります。 
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【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

（四半期連結損益計算書関係）   

    「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府

令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科

目で表示しております。 

   

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

（四半期連結貸借対照表関係）  

   前第３四半期連結会計期間まで掲記しておりました「支払手形・工事未払金等」は、支払手形の残高

がなくなったため、当第３四半期連結会計期間では「工事未払金」として表示しております。 

   なお、前第３四半期連結会計期間の「支払手形・工事未払金等」に含まれている「工事未払金」は

19,112百万円であります。  

  

（四半期連結損益計算書関係）    

   「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府

令第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科

目で表示しております。 
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【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．一般債権の貸倒見積

高の算定方法 

 貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しく変動していないと認

められる場合には、前連結会計年度末において算定した貸倒実績率等を使用して

貸倒見積高を算定する方法によっております。  

  

２．たな卸資産の評価方

法 

 たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。  

  

３．固定資産の減価償却

費の算定方法 

 定率法を採用している固定資産の減価償却費の算定方法に関しては、連結会計

年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。  

  

４．繰延税金資産および

繰延税金負債の算定

方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環

境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、

前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利

用する方法によっております。  

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１．※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

      13,238百万円 

１．※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

      百万円 

  

14,073

２．偶発債務（保証債務） 

 (1)下記の会社の分譲住宅販売に係る手付金等受領額

に対して、信用保証会社へ保証を行っておりま

す。 

２．偶発債務（保証債務） 

(1)下記の会社の分譲住宅販売に係る手付金等受領額

に対して、信用保証会社へ保証を行っておりま

す。 

日本グランデ㈱  20百万円

その他  5 

計 25 

㈱タカラレーベン   百万円272

その他    1

計  273

(2)従業員の金融機関からの借入４百万円に対して保

証を行っております。 

(2)従業員の金融機関からの借入４百万円に対して保

証を行っております。 

────── ３．手形割引高及び裏書譲渡高 

  受取手形割引高 百万円37

受取手形裏書譲渡高    58

３．※２ 四半期連結会計期間末日満期手形   

   四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理しており

ます。 

 なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機

関の休日であったため、次の四半期連結会計期間

末日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含

まれております。 

  

 受取手形  53百万円

──────  

2011/02/14 15:19:2710705293_第３四半期報告書_20110214151917

- 17 -



   

   

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．※1 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及

び金額は次のとおりであります。  

従業員給料手当      百万円2,719

退職給付引当金繰入額       186

賞与引当金繰入額  146

１．※1 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及

び金額は次のとおりであります。  

従業員給料手当     2,543百万円

退職給付引当金繰入額 169 

賞与引当金繰入額 138 

２．※2 前期損益修正益の内訳は次のとおりでありま

す。 

貸倒引当金戻入額    百万円15

償却済債権取立益    24

計  39

２．※2 前期損益修正益の内訳は次のとおりでありま

す。 

貸倒引当金戻入額   80百万円

償却済債権取立益  332 

計 413 

３．※3 固定資産売却益の内訳は次の通りでありま

す。 

船舶   百万円8

機械、運搬具及び工具

器具備品 
 8

計  16

３．※3 固定資産売却益の内訳は次の通りでありま

す。 

機械、運搬具及び工具 

器具備品 
   31百万円

土地  24 

その他  6 

計 62 
    

前第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．※1 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及

び金額は次のとおりであります。  

従業員給料手当      百万円803

賞与引当金繰入額  146

１．※1 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及

び金額は次のとおりであります。  

従業員給料手当     715百万円

賞与引当金繰入額 138 

２．※2 前期損益修正益は、償却済債権取立益であり

ます。 

２．※2 前期損益修正益は、償却済債権取立益であり

ます。 
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 当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平

成22年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式    株 

Ａ種株式    株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式     2,730,934株 

   

３．配当に関する事項 

配当金支払額 

    

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

  

 （平成21年12月31日現在）

現金預金勘定 百万円29,515

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金  
   △3,600

現金及び現金同等物  25,915

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

  

 （平成22年12月31日現在）

  

現金預金勘定 百万円28,020

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金  
   △2,700

現金及び現金同等物  25,320

（株主資本等関係）

48,735,500

14,864,500

決議 株式の種類 
配当金の
総額 

（百万円）

１株当たり
 配当額 
 （円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月12日

取締役会 

普通株式  563  12.0 平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金

Ａ種株式  178  12.0 平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金
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前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超え

ているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。  

   

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

在外連結子会社がないため記載しておりません。 

  

 前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

海外売上高がないため記載しておりません。 

  

１．報告セグメントの概要  

 当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日）  

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。  

 当社は、本支店組織を建築部門及び土木部門に区分して編成しており、また、それらに関連する事業と

して不動産事業を営んでおります。また、当社の連結子会社は、建築工事または土木工事を専業とする事

業を営んでおります。 

 このため、当社グループは「建築事業」、「土木事業」、「不動産事業」の３つを報告セグメントとし

ております。 

    

     ２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  
  

 当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

 （単位：百万円）

 （注）１．セグメント利益の調整額△1,125百万円は、各報告セグメントに配分していない一般管理費であ

      ります。 

    ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益との調整を行っております。 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】

区分 
報告セグメント

調整額 
（注１）  

四半期連結
損益計算書 
計上額 

（注２） 
建築事業 土木事業 不動産事業 合計

売上高  
  
   
 外部顧客への売上高 
  
  
 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高  

20,425

－ 

50,415

8 

82

20 

 

70,923 

 

29 

 

 

 

△29 

－ 70,923

 －

計 20,425  50,424 103 70,953 △29 70,923

セグメント利益 945  1,085 20 2,052  △1,125 926
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 当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日） 

（単位：百万円）

 （注）１．セグメント利益の調整額△378百万円は、各報告セグメントに配分していない一般管理費であり 

      ます。 

    ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益との調整を行っております。 

   

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。 

  

１．１株当たり純資産額 

  

     （注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

区分 
報告セグメント

調整額 
（注１）  

四半期連結
損益計算書 
計上額 

（注２） 
建築事業 土木事業 不動産事業 合計

売上高  
  
   
 外部顧客への売上高 
  
  
 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高  

7,689

－ 

17,141

5 

27

6 

 

24,858 

 

12 

 

 

 

△12 

－ 24,858

 －

計 7,689  17,147 34 24,871 △12 24,858

セグメント利益 307  308 7 624  △378 245

（１株当たり情報）

  
当第３四半期連結会計期間末

（平成22年12月31日） 
前連結会計年度末

（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 843.09円 円 808.85

  
当第３四半期連結会計期間末

（平成22年12月31日） 
前連結会計年度末

（平成22年３月31日） 

  純資産の部の合計額     （百万円） 54,669  53,325

  純資産の部の合計額から控除する金額 

                （百万円）
3,350  3,325

  （うち少数株主持分）     （百万円） (3,350)  (3,325)

普通株式に係る四半期連結会計期間末 

（連結会計年度末）の純資産額（百万円）
51,318  50,000

四半期連結会計期間末（連結会計年度末）

の普通株式の数        （千株）
60,869  61,816

１株当たり純資産額の算定に用いられた四

半期連結会計期間末（連結会計年度末）の

普通株式の種類別の内訳 

  普通株式    46,004千株 

 Ａ種株式   千株 14,864

  普通株式     千株 

  Ａ種株式    千株 

46,952

14,864
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２．１株当たり四半期純利益金額等 

  

     （注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

     （注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額又は 

１株当たり四半期純損失金額（△）
円 △5.80 37.23円 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期純利益金額 

潜在株式がないため記載しており

ません。 
同左 

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益又は四半期純損失(△) 

             （百万円）
 △358 2,282 

普通株主に帰属しない金額 （百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は 

四半期純損失(△)     （百万円）
 △358 2,282 

普通株式の期中平均株式数  （千株）  61,836 61,302 

１株当たり四半期純利益金額の算定に用

いられた普通株式の期中平均株式数の種

類別の内訳 

  普通株式     千株 

 Ａ種株式   千株 

46,971

14,864

  普通株式    46,438千株 

  Ａ種株式    千株 14,864

 
前第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 19.48 15.78円 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期純利益金額 

潜在株式がないため記載しており

ません。 
同左 

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益       （百万円）  1,204 962  

普通株主に帰属しない金額 （百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  1,204 962 

普通株式の期中平均株式数  （千株）  61,816 61,009 

１株当たり四半期純利益金額の算定に用

いられた普通株式の期中平均株式数の種

類別の内訳 

  普通株式     千株 

 Ａ種株式   千株 

46,952

14,864

  普通株式    46,145千株 

  Ａ種株式    千株 14,864

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月10日

青木あすなろ建設株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 牧  美喜男  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 松井 隆雄   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている青木あすなろ建

設株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日

から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、青木あすなろ建設株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の

財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。 

    

追記情報 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社及び連結子会社は第１

四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四

半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年２月８日

青木あすなろ建設株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 牧 美喜男   印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 松井 隆雄   印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 福島 英樹   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている青木あすなろ建

設株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日

から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、青木あすなろ建設株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の

財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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